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問１

明石さんは、マイホームの建築を検討していますが、近年の集中豪雨等の影響による土砂災害関連の

ニュースを見て不安があるため、ＣＦＰ認定者にアドバイスを受けたいと考えています。以下の設問

Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

（問題１）

（設問Ａ）ＣＦＰ認定者が行った、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（以下「土砂災害防止法」という）に関する次の説明のうち、最も不適切なものはどれか。

１．土砂災害防止法に規定する「土砂災害」とは、急傾斜地の崩壊、土石流もしくは地滑り、ま

たは河道閉塞による湛水を発生原因として国民の生命または身体に生じる被害をいう。

２．都道府県は、土砂災害防止法に定めるところにより、おおむね５年ごとに土砂災害警戒区域

等の指定、その他土砂災害の防止のための対策に必要な一定の基礎調査をし、その結果を公

表しなければならない。

３．土砂災害特別警戒区域内で、都市計画法に定める開発行為をしようとする者は、住宅の建築

が目的であれば、あらかじめ都道府県知事の許可を受ける必要は一切ない。

４．都道府県知事は、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には、土砂災害特別警戒区域内に居室を

有する建築物に損壊が生じ、住民等の生命または身体に著しい危害が生じるおそれが大きい

と認めるときは、当該建築物の所有者等に対し、当該建築物の移転等の必要な措置を勧告す

ることができる。

（問題２）

（設問Ｂ）ＣＦＰ認定者が行った、シックハウス症候群に関する次の説明のうち、最も不適切なもの

はどれか。

１．シックハウス症候群は、一般的に、建材や家具、日用品等から発散される揮発性の化学物質

による室内空気汚染等により、居住者が眼、鼻、喉の痛みや、めまい、吐き気、頭痛等の、

体の不調を生じる状態をいう。

２．住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく日本住宅性能表示基準においては、新築住宅

のシックハウス対策として「ホルムアルデヒド対策」のほか、「換気対策」や「室内空気中

の化学物質の濃度等」の項目も評価対象として挙げられている。

３．住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく日本住宅性能表示基準において、新築住宅に

係る表示すべき事項等のうち「ホルムアルデヒド対策」の評価対象となるのは居室内であり、

天井裏は含まれない。

４．居室を有する建築物に対しては、床下の建物基礎に換気口を設けている場合においても、シ

ロアリ駆除剤であるクロルピリホスの使用は禁止されている。
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問２

筒井さんは、遊休土地の有効活用のため、ＣＦＰ認定者のアドバイスを受けて、下記設例のマンシ

ョンを建設し賃貸しています。マンション建設による土地活用に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、そ

れぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

＜設例＞

［賃貸マンションの概要］

敷 地 面 積 ６００ｍ2

延 床 面 積 １,２００ｍ2

構 造 ・ 規 模 鉄筋コンクリート造５階建・各階の床面積は同じとする。

用 途 共同住宅（一棟の全部）

戸 数 等 総戸数１９戸

階 間取り 面積 間取り 面積 間取り 面積 間取り 面積

５ ３ＬＤＫ ７０ｍ2 １ＬＤＫ ４０ｍ2 ２ＬＤＫ ６０ｍ2 １Ｋ ３０ｍ2

４ ３ＬＤＫ ７０ｍ2 １ＬＤＫ ４０ｍ2 ２ＬＤＫ ６０ｍ2 １Ｋ ３０ｍ2

３ ３ＬＤＫ ７０ｍ2 １ＬＤＫ ４０ｍ2 ２ＬＤＫ ６０ｍ2 １Ｋ ３０ｍ2

２ ３ＬＤＫ ７０ｍ2 １ＬＤＫ ４０ｍ2 ２ＬＤＫ ６０ｍ2 １Ｋ ３０ｍ2

１ ３ＬＤＫ ７０ｍ2 １ＬＤＫ ４０ｍ2 エントランス １Ｋ ３０ｍ2

屋 外 駐 車 場 ２０台分（機械式２段）

建 設 工 事 費 ３００,０００千円（屋外駐車場の工事費を含む）

竣 工 年 月 日 ２０２０年１月１日

賃 貸 開 始 日 ２０２０年１月１日

［賃貸条件等］

賃料（月額）
階 間取り 賃料 間取り 賃料 間取り 賃料 間取り 賃料

５ ３ＬＤＫ 195,000円 １ＬＤＫ 125,000円 ２ＬＤＫ 165,000円 １Ｋ 100,000円

４ ３ＬＤＫ 195,000円 １ＬＤＫ 125,000円 ２ＬＤＫ 165,000円 １Ｋ 100,000円

３ ３ＬＤＫ 195,000円 １ＬＤＫ 120,000円 ２ＬＤＫ 160,000円 １Ｋ 95,000円

２ ３ＬＤＫ 190,000円 １ＬＤＫ 120,000円 ２ＬＤＫ 160,000円 １Ｋ 95,000円

１ ３ＬＤＫ 180,000円 １ＬＤＫ 110,000円 エントランス １Ｋ 90,000円

駐車場：１台当たり１５,０００円

空室等による

損失額

貸室 １年目（２０２０年中）：１階の３ＬＤＫと１Ｋ、２階の１Ｋ、３階

の１ＬＤＫの４部屋が年間を通して空いて

いたとする。

  ２年目（２０２１年中）：１階の１Ｋ、３階の１ＬＤＫの２部屋が年

間を通して空いていたとする。

駐車場 １年目（２０２０年中）：年間を通して３台分空いていたとする。

   ２年目（２０２１年中）：年間を通して１台分空いていたとする。

敷金・礼金 敷金：貸室および駐車場ともに賃料の２ヵ月分とする（償却なし）。

礼金：貸室および駐車場ともにないものとする。

借入金額および

返済方法

借入金額：建設工事費の５０％相当額

返済方法：貸付時期を２０２０年１月１日とし、２０年間元利均等方式で各年

分を各年末に返済する。

金利  ：年３.０％（固定金利）

元利均等償還率（２０年、３.０％）：０.０６７２
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修繕費等 ① 修繕費  ：年間修繕費を建設工事費の０.５％とする。

② 維持管理費：年間維持管理費を延床面積１ｍ2当たり２,０００円とする。

③ 公租公課 ：［事業収支表］のとおりとする。

④ 損害保険料：年間保険料を建設工事費の０.１％とする。

⑤ 仲介手数料：１年目は［事業収支表］の収益の金額の１２分の１とし、２年

目は［事業収支表］のとおりとする。

減価償却費 部分 割合※ 耐用年数 償却方法 償却率

建物本体 ８０％ ４７年 定額法 ０.０２２

附属設備 ２０％ １５年 定額法 ０.０６７

※建設工事費に対する建物本体と附属設備の費用の割合である。

［その他］

・ 賃料は当月分を当月払いとする。

・ 敷金およびその運用益は収入に含めない。

・ 筒井さんは青色申告者であり、収入は［賃貸条件等］記載の収入のみである。

・ 消費税および地方消費税は考慮しない。

・［事業収支表］の各項目の計算結果につき、千円未満の端数が生じた場合は、その都度千円未

満を四捨五入する。

［事業収支表］ （単位：千円）

項目 １年目（２０２０年） ２年目（２０２１年）

損益計算

１．収益 （          ） （          ）

満室時貸室賃料収入 （          ） （          ）

満車時駐車場収入 （          ） （          ）

空室等による損失額 （          ） （          ）

２．費用 （          ） （          ）

① 修繕費 （          ） （          ）

② 維持管理費 （          ） （          ）

③ 公租公課 （   ３,０００） （     ２,０００）

④ 損害保険料 （          ） （          ）

⑤ 仲介手数料 （          ） （      ２２５）

⑥ 減価償却費 （          ） （          ）

⑦ 借入金利子 （          ） （          ）

３．経常損益（１－２） （  （ ア ）   ） （          ）

収支計算

１．収入（＝収益） （          ） （          ）

２．支出 （          ） （          ）

①～⑤ （          ） （          ）

⑦ 借入金利子 （          ） （          ）

⑧ 元本返済額 （          ） （          ）

３．剰余金（１－２） （          ） （  （ イ ）   ）

借入金残高 （          ） （          ）
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（問題３）

（設問Ａ）筒井さんが計上すべき１年目（２０２０年）の経常損益（ア）の欄の金額として、正しいも

のはどれか。

１．５,８９５千円

２．６,００５千円

３．６,１７２千円

４．６,３４９千円

（問題４）

（設問Ｂ）筒井さんが計上すべき２年目（２０２１年）末の剰余金（イ）の欄の金額として、正しいも

のはどれか。

１．１６,６１５千円

２．１６,９５５千円

３．１９,０９０千円

４．２９,４５０千円

（問題５）

（設問Ｃ）借入金の返済方法について、設例のとおり元利均等方式を採用したときに比べて、１年目か

ら元金均等方式を採用した場合の、２年目（２０２１年）末における借入金残高の減少額と

して、正しいものはどれか。なお、借入金の返済方法以外はすべて同じ条件とする。

１．３,０５８千円

２．３,３３３千円

３．３,６１５千円

４．３,６７３千円
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（問題６）

（設問Ｄ）所得税法における不動産賃貸業務に係る所得等に関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。

１．不動産所得の総収入金額には、貸付けによる賃貸料収入のほかに、名義書換料、承諾料、更

新料または頭金などの名目で受領するものが含まれる。

２．不動産所得の総収入金額には、貸付けによる賃貸料収入のほかに、共益費などの名目で受け

取る電気代、水道代や掃除代などが含まれる。

３．相続財産について相続人間で遺産分割協議が確定するまでにその相続財産から生じた所得は、

遺産分割協議により確定した相続人に帰属するものであり、当該相続人は相続時にさかのぼ

って分割の確定を理由とする所得税の更正の請求または修正申告を行う。

４．不動産賃貸業務における賃貸人が、生計を一にする親族から当該不動産を賃借している場合

に、その親族に支払った地代および家賃は、所得税の不動産所得に係る必要経費に算入され

ない。
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問３

不動産投資に興味をもっていた谷口さんは、不動産業者から紹介された下記設例の不動産（以下「本

物件」という）に対する投資を検討しています。不動産投資に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、それ

ぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

＜設例＞

［物件概要等］

延 床 面 積 ２,５００ｍ2

構 造 ・ 規 模 鉄筋コンクリート造５階建

用 途 １階  ：店舗

２～５階：事務所

賃 貸 面 積 １～２階：各４２０ｍ2

３～４階：各３６０ｍ2

５階  ：３２０ｍ2

現 況 建物は改修済みで、入居者募集中である。

竣 工 年 月 日 ２００９年１月１日

賃料（月額） １階  ：賃貸面積１ｍ2当たり３,０００円

２～５階：賃貸面積１ｍ2当たり２,５００円

敷 金 ・ 礼 金 なし

［収益性から不動産価格を求める場合の前提条件］

＜収支明細表＞ （金額の単位：千円）

項目 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

満室時総収益 （   ） （   ） （   ） （   ） （   ）

空室損失 （   ） （   ） （   ） （   ） （   ）

総収益※ （   ） （   ） （   ） （   ） （   ）

総費用 （   ） （   ） （   ） （   ） （   ）

純収益 （   ） （   ） （   ） （   ） （   ）

複利現価率 （   ） （   ） （   ） （   ） （   ）

純収益の現在価値 （   ） （   ） （   ） （   ） （   ）

※総収益とは、満室時総収益から空室損失を控除したものである。

＜条件＞

・ 収益性から求める不動産価格は、各年の純収益の現在価値の合計と転売価格の現在価値とを

合算することにより求めるものとする。各年の純収益（年額）および転売価格は、各年末に

生じるものとする。

・ 本物件は５年間賃貸した後、転売する。各室の賃料は［物件概要等］に記載のとおりとし、

５年間同額とする。

・ ５年後の転売価格は、６年目の純収益を転売時還元利回りで還元した価格とするが、６年目

の純収益は、５年目の純収益と同額とする。なお、転売時の仲介料等の販売経費は考慮しな

い。
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・ 空室損失は、満室時総収益に対して、１年目は１０％、２年目および３年目は５％、４年目

以降は０％（満室）とする。

・ 各年の総費用（減価償却費を含まない）は、次のとおり求めるものとする。

各年の総費用＝固定費＋変動費

固定費 延床面積１ｍ2当たり５,０００円

変動費 各年の総収益の４％相当額

・ 価格算出に使用する各数値は、次のとおりとする。

割引率（償却前純収益に対応） ５.０％

転売時還元利回り（同上） ６.０％

・ 消費税および地方消費税は考慮しない。

※計算上の留意点

・ 各年の空室損失、総収益、総費用、純収益および転売価格ならびに純収益および転売価格の

現在価値は、計算過程を含めていずれも千円未満の端数が生じた場合は、千円未満を四捨五

入して求める。

・ 複利現価率の計算結果につき、小数点以下の数値が生じた場合は、小数点以下第３位を四捨

五入し、小数点以下第２位までの数値とする。

（問題７）

（設問Ａ）本物件の５年間の純収益の現在価値の合計額として、正しいものはどれか。

１．１７６,９７４千円

２．１７７,９７４千円

３．１７８,９７４千円

４．１７９,９７４千円

（問題８）

（設問Ｂ）本物件の収益性から求めた不動産価格として、正しいものはどれか。なお、本物件の不動産

価格は、１,０００千円未満を四捨五入し、１,０００千円単位で求めること。

１．７５１,０００千円

２．７５２,０００千円

３．７５３,０００千円

４．７５４,０００千円
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（問題９）

（設問Ｃ）谷口さんは、ＣＦＰ認定者に対し、ワンルームマンション投資における投資利回りについ

て質問した。ＣＦＰ認定者が作成した以下の３物件の表面利回りとＮＯＩ（営業純利益）

利回りを比較した表の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる金額および利回りの組み合わせとし

て、正しいものはどれか。

物件Ａ 物件Ｂ 物件Ｃ

物件価格 １６,０００千円 １４,０００千円 １４,０００千円

賃料収入（年間） （ ア ）

営業費用（年間） １８２千円 ８４千円

ＮＯＩ

表面利回り ７.６％ （ イ ） ７.２％

ＮＯＩ利回り ６.５％ ６.５％ （ ウ ）

※物件の取得に要する費用は考慮しない。

※営業費用とは管理費、保険料および固定資産税等をいい、減価償却費は含まない。

※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。

１．（ア）１,０４０千円 （イ）７.４％ （ウ）６.５％

２．（ア）１,２１６千円 （イ）７.８％ （ウ）６.５％

３．（ア）１,０４０千円 （イ）７.４％ （ウ）６.６％

４．（ア）１,２１６千円 （イ）７.８％ （ウ）６.６％

（問題１０）

（設問Ｄ）不動産の収益価格を求める手法の一つであるＤＣＦ法（ディスカウンテッド・キャッシュ・

フロー法）について、次の計算式の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとし

て、正しいものはどれか。

Ｐ ：不動産の収益価格

ａk：毎期の純収益

Ｙ ：（ ア ）

ＰR：（ イ ）

ｎ ：（ ウ ）

１．（ア）割引率   （イ）現在価値 （ウ）耐用年数

２．（ア）複利現価率 （イ）復帰価格 （ウ）耐用年数

３．（ア）割引率   （イ）復帰価格 （ウ）保有期間

４．（ア）複利現価率 （イ）現在価値 （ウ）保有期間

ａk

(１＋Ｙ)k
＋

ＰR

(１＋Ｙ)n
Ｐ＝

n

k＝1
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問４

ＣＦＰ認定者は、村瀬さんから、所有している乙建物およびその敷地である甲土地（以下「対象不

動産」という）の適正な価格を知りたいとの相談を受けました。不動産の価格に関する以下の設問Ａ～

Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

＜設例＞

［対象不動産の概要］

１．甲土地

・ 面積：１９２ｍ2

・ 形状：台形（間口１４ｍ、奥行１６ｍ）

・ 接道：南側幅員５ｍ市道

・ 用途地域等：第一種住居地域（指定建蔽率６０％、指定容積率２００％）

・ 交通接近：Ｒ駅徒歩１５分

・ 相続税路線価：３３８千円

・ 周辺の概況：戸建住宅のほかアパート等が見られる住宅地域

２．乙建物

・ 用途：自宅（店舗兼居宅）

・ 延床面積：２９０ｍ2

・ 構造・規模：鉄骨造３階建

・ 建築時期：２０１０年＊＊＊月（築後１０年経過）

※問題作成の都合上、一部を「＊＊＊」にしている。

［対象不動産の価格の算定手法］

原価法を適用して積算価格を求める。積算価格は、価格時点における対象不動産の再調達原価を

求め、この再調達原価に減価修正を行って求める。

１．積算価格：対象不動産の再調達原価－減価修正に基づく減価額

２．再調達原価

（１）甲土地の再調達原価

甲土地は既成市街地にあるため、取引事例比較法を適用し取引事例を基に更地価格を

求める。

＜甲土地の更地価格の算定式＞

（事情補正） （時点修正） （標準化補正※） （地域要因比較） （個別的要因比較） （面積）

甲土地の

更地価格

（総額）

＝
取引事例の

取引価格
×

１００

   
×

（Ｘ）

１００
×

１００

（Ｙ）
×

   

   
×

（Ｚ）

１００
×

甲土地

の面積

取引事例

の面積

※標準化補正：事例が存する地域の標準的な画地へ補正すること。



2020年度第2回 不動産運用設計

13不 動 産 運 用 設 計 ＮＰＯ法人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会 無断複製転載禁止

ⅰ．事情補正

（問題１１）により採用する取引事例に応じて行う。

ⅱ．時点修正

次の過程により時点修正を行う。

① ２０１９年と２０２０年の近隣の類似の地価公示の標準地（以下「公示地」とい

う）の公示価格から２０１９年の年変動率を算出する。近隣の公示地の公示価格

は以下のとおりである。

２０１９年 ３３６千円／ｍ2

２０２０年 ３４８千円／ｍ2

② 上記①の年変動率から月変動率を算出する。

③ （問題１１）により採用する取引事例の取引時点から２０２０年１１月１日（評

価時点）までの間も、上記②の月変動率と同様として時点修正率（Ｘ）を算出す

る。

④ 年および月変動率は、各計算過程で計算結果に端数が生じた場合は、小数点以下

第４位を四捨五入し、小数点以下第１位までの百分率（％）として求める。

ⅲ．標準化補正

（問題１１）により採用する取引事例については、接道方位の補正（北向きを標準と

し、北向きに補正する）のみを行い、補正のための評点は以下のとおりとする。

方位 評点 方位 評点

北 ±０ 北東 ＋１

東 ＋２ 北西 ＋１

西 ＋２ 南東 ＋４

南 ＋５ 南西 ＋４

ⅳ．地域要因比較

甲土地と（問題１１）により採用する取引事例の前面道路の相続税路線価の比率を

もって地域要因の格差とする。

ⅴ．個別的要因比較

甲土地の個別的要因の補正率（Ｚ）は、接道方位の補正（北向きから甲土地の接道

方位へ補正）および不整形地補正率の相乗積（掛け算）により求める。（Ｚ）の算出

に際しては、計算結果の小数点以下第３位を四捨五入し、整数の百分率（％）とす

る。なお、かげ地割合に関する不整形地補正率については、次の算定式および表に

より求めるものとする。

かげ地割合＝
想定整形地の面積－甲土地の面積

想定整形地の面積

かげ地割合
不整形地
補正率

１０％以上 ０.９８

１５％以上 ０.９６

２０％以上 ０.９４
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※想定整形地は、甲土地の周囲に点線を加えて示された長方形の土地である。

（２）乙建物の再調達原価

・ 新築時の延床面積１ｍ2当たりの建築工事費は２５０千円である。

・ 新築時点から評価時点までの建築工事費の上昇率１０％を見込んで計算する。

３．減価修正

（１）甲土地の減価額：なし

（２）乙建物の減価額：以下のとおりとする。

① 耐用年数に基づく減価額

建物本体と附属設備の各部分に分けて次の算定式および表より求め、これを合計す

るものとする。なお、建物および附属設備の残価率は０％とし、経過年数が耐用年

数を超える場合は、表の耐用年数を上限とする。

各部分の減価額＝再調達原価（総額）×新築時の構成割合×
経過年数

耐用年数

建物本体 附属設備

新築時の構成割合 ８０％ ２０％

耐用年数 ３０年 １５年

② 実態調査に基づく減価額

実態を調査した結果、乙建物は適切な維持管理がなされており、経年相応の劣化で

あるため、特段の減価はない。

（３）対象不動産の一体としての減価額：以下のとおりとする。

対象不動産はやや需要の減退が生じていると判断されるため、一体としての減価修正

を行う。なお、その減価額は、対象不動産の再調達原価に減価修正を行った後の額の

１０％相当額である。

Ｎ

乙建物

甲土地

１０ｍ

１６ｍ

３３８Ｄ

１４ｍ
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（問題１１）

（設問Ａ）甲土地の更地価格を算定するに当たり、採用する取引事例として、最も適切なものはどれか。

なお、各取引事例（いずれも更地）の概要は以下のとおりである。

［取引事例の概要］

取引内容 取引事例Ａ 取引事例Ｂ 取引事例Ｃ 取引事例Ｄ

取引時点 2020年9月1日 2020年2月1日 2020年7月1日 2020年5月1日

取引価格 220,000千円 70,000千円 75,600千円 75,000千円

面積 500ｍ2 200ｍ2 170ｍ2 220ｍ2

Ｒ駅からの距離 徒歩１８分 徒歩３２分 徒歩１２分 徒歩５分

接道 北側幅員５ｍ市道 西側幅員５ｍ市道 東側幅員６ｍ市道
北側幅員２０ｍ国

道

用途地域（指定建蔽

率、指定容積率）

第一種住居地域

（60％、200％）

第一種低層住居

専用地域

（50％、100％）

第一種住居地域

（60％、200％）

第二種住居地域

（60％、300％）

取引時の特殊な事情

買進み

周辺相場より20％

程度高い

特になし 特になし

売急ぎ

周辺相場より20％

程度低い

相続税路線価 290千円 280千円 355千円 340千円

周辺の利用状況

戸建住宅のほか、

アパート等が見ら

れる住宅地域

戸建住宅が建ち並

ぶ閑静な住宅地域

戸建住宅のほか、

アパート等が見ら

れる住宅地域

ロードサイド店の

ほか、中層の共同

住宅が見られる商

住混在地域

１．取引事例Ａ

２．取引事例Ｂ

３．取引事例Ｃ

４．取引事例Ｄ

（問題１２）

（設問Ｂ）評価時点における甲土地の更地価格（総額）として、正しいものはどれか。なお、甲土地の

更地価格は、１００千円未満を四捨五入し、１００千円単位で求めること。また、取引事例

は（問題１１）で採用した事例を用いるものとする。

１．６９,６００千円

２．７４,７００千円

３．７８,９００千円

４．８３,１００千円
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（問題１３）

（設問Ｃ）評価時点における対象不動産の積算価格として、正しいものはどれか。なお、甲土地の再調

達原価は、（問題１２）で求めた価格を用いるものとする。また、乙建物の価格を求めるに

当たっては、各計算過程において１００千円未満を四捨五入し、１００千円単位で求めるこ

と。

１．１１７,９００千円

２．１２０,７００千円

３．１２３,５００千円

４．１２５,４００千円

（問題１４）

（設問Ｄ）不動産鑑定評価基準における不動産の価格を求める評価手法に関する次の記述の適不適の組

み合わせとして、正しいものはどれか。なお、本設問は設例との直接的な関連はないものと

する。

（ア）原価法とは、価格時点における対象不動産の再調達原価について減価修正を行って対象不動産の

試算価格を求める手法であり、対象不動産が土地のみである場合においても造成後間もない造成

地、埋立地等で再調達原価を適切に求めることができるときは、原価法を適用することができる。

（イ）収益還元法は、対象不動産が将来生み出すであろうと期待される純収益の現在価値の総和を求め

ることにより対象不動産の試算価格を求める手法であることから、自宅兼一部貸家については賃

料収入の想定が困難なため、収益還元法の適用はできない。

（ウ）対象不動産が更地である場合、当該土地に最有効使用の賃貸用建物等の建築を想定し、収益還元

法以外の手法によって想定建物等の価格を求めることができるときは、当該想定建物およびその

敷地に基づく純収益から想定建物等に帰属する純収益を控除した残余の純収益を還元利回りで還

元する手法により、当該土地の価格を求めることができる。

（エ）開発法とは、更地の鑑定評価において当該更地の面積が近隣地域の標準的な土地の面積に比べて

大きい場合等において、マンション用地として一体利用することが合理的と認められるときに適

用されるものであり、戸建分譲用地として分割利用するときは適用されない。

１．（ア）および（イ）は適切であるが、（ウ）および（エ）は不適切。

２．（ア）および（ウ）は適切であるが、（イ）および（エ）は不適切。

３．（ア）および（エ）は適切であるが、（イ）および（ウ）は不適切。

４．すべて不適切。
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問５

塩谷さんは、自宅を購入しようと物件を探していたところ、宅地建物取引業者である株式会社ＳＸ

（以下「ＳＸ社」という）から、下記＜資料＞の物件（以下「本物件」という）を紹介されました。以

下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。なお、塩谷さんおよ

び本物件の売主の千田さんは、宅地建物取引業者ではありません。

＜資料＞ （一部の表示は省略）

△△県知事（１３）第×××××号 （公益社団法人）△△県宅地建物取引業協会会員

（公益社団法人）△△不動産公正取引協議会加盟

株式会社ＳＸ 住所：△△県○○市××台二丁目１番１号

取引態様：専任媒介 電話：××××－××××

・ 日当り、住環境良好！

・ ◎◎庭園正門まで１５０ｍ
＜物件の概要＞

交 通：○○線◎◎庭園駅より徒歩２分

所 在 地：△△県○○市××台二丁目

専 有 面 積：７８.３３ｍ2

間 取 り：３ＬＤＫ

構造・規模等：鉄筋コンクリート造７階建の４階

建 築 年 月：２００７年７月築

管 理 費：月額１１,０００円

修繕 積立金：月額１５,０００円

【中古マンション】 価格 ４,５００ 万円

マンション◎◎庭園
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（問題１５）

（設問Ａ）不動産の表示に関する公正競争規約等から見て、＜資料＞の広告内容等に関する次の記述の

うち、最も不適切なものはどれか。

１．中古マンションの広告では、＜資料＞の広告のような建物の建築年月の表示に代えて、「築

後○年○ヵ月」という経過年月のみで表示することができる。

２．本物件が、◎◎庭園から直線距離で３００ｍ以内に所在していれば、本物件に「◎◎庭園」

の名称を用いることができる。

３．交通の利便について、公共交通機関を利用することが通例である場合には、最寄駅からの徒

歩による所要時間で表示することと規定されており、最寄駅からの道路距離のみで表示する

ことは認められない。

４．マンションの管理費および修繕積立金の月額については、合計の月額ではなく、＜資料＞の

広告のようにそれぞれ区別して表示しなければならない。

（問題１６）

（設問Ｂ）宅地建物取引業法（以下「業法」という）の規定から見て、ＳＸ社と本物件の売主の千田さ

んの間で締結された売買の媒介契約に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。な

お、業法に基づき国土交通大臣が指定する者を「指定流通機構」という。

１．ＳＸ社が受領する媒介報酬は、売買契約の成立後、売主・買主間で売買代金全額の授受およ

び物件の引渡しが完了する前に、ＳＸ社が千田さんから媒介報酬の一部でも受領することは

業法で禁止されている。

２．ＳＸ社は、千田さんとの間で専任媒介契約を締結したときは、業法で規定する事項を記載し

た書面を千田さんに交付しなければならないが、一般媒介契約を締結したときは、当該書面

の交付をしなくてもよい。

３．ＳＸ社は、千田さんとの間で専任媒介契約を締結したときでも、千田さんからの申出があれ

ば、指定流通機構に所定の事項を登録しない旨の特約を定めることができる。

４．ＳＸ社は、千田さんとの専任媒介契約に基づき指定流通機構に登録した本物件の売買契約が

成立したときは、遅滞なく、その旨（登録番号、取引価格、契約の成立した年月日）を指定

流通機構に通知しなければならない。
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（問題１７）

（設問Ｃ）塩谷さんがＳＸ社に確認したところ、本物件は売却に向けて、宅地建物取引業法で規定する

「建物状況調査」が実施されていた。建物状況調査に関する次の記述の適不適の組み合わせ

として、正しいものはどれか。

（ア）建物状況調査を行うことのできる者は、国土交通大臣が定める既存住宅状況調査技術者講習を修

了した建築士に限られる。

（イ）建物状況調査とは、建物の構造耐力上主要な部分等の建物の一定の部分の状況調査であり、調査

対象部分として建物の給排水設備は含まれていない。

（ウ）建物状況調査では、設計図書等との照合や、当該建物に係る現行の建築基準法等建築関連法規の

違反の有無の判定も行われる。

（エ）建物状況調査は、２０１８年の宅地建物取引業法改正により、既存住宅を売買する際に売主に義

務付けられることとなった。

１．（ア）および（イ）は適切であるが、（ウ）および（エ）は不適切。

２．（ア）、（イ）および（ウ）は適切であるが、（エ）は不適切。

３．（ア）および（ウ）は適切であるが、（イ）および（エ）は不適切。

４．（イ）、（ウ）および（エ）は適切であるが、（ア）は不適切。

（問題１８）

（設問Ｄ）塩谷さんは、売主の千田さんと、本物件を４,４００万円で売買することに合意し、売買契

約の締結および手付金の授受を行う予定である。手付金に関する次の記述のうち、民法等の

規定から見て、最も不適切なものはどれか。なお、売買契約に別段の定めはないものとする。

１．千田さんは、売主・買主間の合意があれば、売買代金の１０分の２に相当する８８０万円を

超える金額についても、手付金として塩谷さんから受領することができる。

２．塩谷さんが手付金を交付した後、売買契約に基づいて中間金の支払いを済ませた場合は、千

田さんが契約の履行に着手したかどうかにかかわらず、塩谷さんは、手付金を放棄して契約

解除をすることはできない。

３．塩谷さんが手付放棄による契約解除をする場合、千田さんは、塩谷さんに対して、契約解除

に関して損害賠償請求をすることはできない。

４．塩谷さんが手付金を交付した後、千田さんが手付により契約解除をするためには、内容証明

郵便による文書等で手付金の倍額を償還する旨を塩谷さんに通知するだけでは足りず、手付

金の倍額を現実に提供することが必要である。
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問６

大下さんは、投資用として、西里さんから有馬さんに賃貸中の居住用の中古マンション「ＭＺマンシ

ョン２０１号室（以下「本物件」という）」を購入し、その後大下さんは貸主として継続して有馬さん

に賃貸しています。以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

なお、大下さんおよび西里さんは、宅地建物取引業者ではありません。

＜設例＞

［本物件の登記事項証明書（表題部は省略）］

権 利 部（甲区）（所有権に関する事項）

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項
１ 所有権保存 平成１６年３月３１日

第１３２５７号
原因 平成１６年３月３１日売買

所有者 ××市△△五丁目３番１号
西里猛

２ 所有権移転 令和２年１月３１日

第３８７８号

原因 令和２年１月３１日売買

所有者 ××市△△一丁目２番７号

大下信治郎

権 利 部（乙区）（所有権以外の権利に関する事項）

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項

１ 抵当権設定 平成１６年３月３１日
第１３２５８号

原因 平成１６年３月３１日金銭消費貸借

同日設定
債権額 金２,０００万円

利息 年２８５％（年３６５日の日割計算）
損害金 年１４％（年３６５日の日割計算）
債務者 ××市△△五丁目３番１号

西里猛

抵当権者 ××市△△二丁目２番２号
株式会社ＭＷ銀行

２ １番抵当権抹消 令和２年１月３１日
第３８７７号

原因 令和２年１月３１日弁済


３ 抵当権設定 令和２年１月３１日
第３８７９号

原因 令和２年１月３１日金銭消費貸借同日

設定
債権額 金１,２００万円

利息 年１０５％（年３６５日の日割計算）
損害金 年１４％（年３６５日の日割計算）
債務者 ××市△△一丁目２番７号

大下信治郎

抵当権者 ××市△△三丁目３番３号
ＭＶ信用金庫

※下線のあるものは抹消事項であることを示す。
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［本物件の建物賃貸借契約書（以下「本契約書」という）の一部抜粋］

建物賃貸借契約書

賃貸人西里猛（以下「甲」という）、賃借人有馬敏郎（以下「乙」という）は、次のとおり建

物賃貸借契約（以下「本契約」という）を締結した。

－中略－

第２条（期間）

賃貸借の期間は、２０１９年４月１日から２０２１年３月３１日までとする。

第３条（賃料等）

賃料は１ヵ月金６万円、管理費は１ヵ月金５千円とし、乙は、甲に対し、毎月末日ま

でに翌月分を支払う。

第４条（敷金）

乙は、本契約締結と同時に、甲に対し、敷金として金１２万円を預託し、甲はこれを

預かり受けるものとする。

－中略－

第８条（譲渡、転貸）

乙は、甲の承諾を得ることなく、本物件の全部または一部につき、賃借権を譲渡し、

または転貸してはならない。

第９条（契約の更新等）

甲、乙は本契約の期間満了に当たり、本契約を更新することができる。その際、乙は、

甲に対し、更新料として新賃料の１ヵ月分の金員を支払うものとする。

２ 甲、乙とも本契約の期間満了の６ヵ月前までに相手方に申し出ることにより、更新す

ることなく期間満了により本契約を終了させることができる。

第１０条（造作買取請求）

乙は、本物件の明渡しに際し、甲の承諾を得て本物件内に設置した造作の買取りを請

求することができる。ただし、乙の債務不履行による契約の解除によって本契約が終

了する場合については、この限りではない。

－以下省略－

［その他］

・ 本契約は、借地借家法上の建物賃貸借契約（普通借家契約）である。

・ 本契約は、２０１９（平成３１）年４月１日に成立し、同日に、有馬さんは本物件の引渡し

を受け、現在も居住している。

・ ＭＺマンションの管理組合は、建物の区分所有等に関する法律第３条に定める団体であり、

管理組合法人ではない。

・ 本物件に係る敷地利用権は、所有権であり、ＭＺマンションの区分所有者全員（３０名）の

共有となっている。

・ 大下さんは、本物件を保険の対象とする火災保険に加入し契約をしている。
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（問題１９）

（設問Ａ）建物の区分所有等に関する法律に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．本物件を購入した大下さんは、ＭＺマンションの管理組合の組合員になるか否かを任意に選

択することができる。

２．西里さんが本物件に係るＭＺマンションの管理費を滞納していた場合、ＭＺマンションの管

理組合は、大下さんに対して当該管理費の支払いを請求することができる。

３．ＭＺマンションの集会の決議事項については、大下さんが区分所有者となる前の決議事項で

あっても、その効力は大下さんに及ぶ。

４．大下さんが本物件を処分する場合、規約に別段の定めがない限り、本物件と本物件に係る敷

地利用権とを分離して処分することができない。

（問題２０）

（設問Ｂ）賃貸中の本物件が譲渡された場合に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．有馬さんは、本物件について引渡しを受けていても、建物の賃借権の登記を備えなければ、

建物の賃借権を大下さんに対抗することができない。

２．有馬さんが西里さんに預託した敷金の返還債務については、本契約に特段の定めがない場合

であっても、大下さんに承継される。

３．大下さんが有馬さんに賃貸人の地位を主張し、賃料の請求をするためには、賃貸人の地位を

承継した旨を有馬さんに通知すれば足り、本物件の所有権移転の登記を備える必要はない。

４．本物件の譲渡については、有馬さんの承諾が必要であり、承諾が得られないときは、有馬さ

んの承諾に代わる裁判所の許可を得なければならない。

（問題２１）

（設問Ｃ）本物件に係る抵当権に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．株式会社ＭＷ銀行の抵当権設定の登記は、西里さんから大下さんへの売買による所有権移転

の登記の申請の際に、債務の弁済により抵当権が消滅したことの株式会社ＭＷ銀行の証明書

を添付すれば、抹消登記を申請しなくても、登記官の職権で登記記録から抹消される。

２．ＭＶ信用金庫の抵当権の効力は、その担保する債権について債務不履行があったときでも、

有馬さんから大下さんに支払われる賃料に及ぶことはない。

３．本物件が火災によって焼失したときは、ＭＶ信用金庫は、火災保険の保険金が支払われる前

にその保険金請求権を差し押さえなくても、当該保険金から当然に弁済を受けることができ

る。

４．ＭＶ信用金庫の抵当権の実行により本物件が競売された場合、有馬さんは、買受人に対し、

本物件を明け渡す必要はない。
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（問題２２）

（設問Ｄ）本契約に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．本契約が有馬さんと大下さんの合意によらないで、法定更新となった場合、従前と同一の契

約条件で更新されたものとみなされるため、更新後の賃貸借期間は２年間となる。

２．本契約書第９条第１項の更新料を支払う特約は、消費者契約法に違反してすべて無効である

ため、有馬さんは、本契約の更新に際し更新料を支払う必要はない。

３．本契約書第９条第２項に基づいて、大下さんが期間満了の６ヵ月前に有馬さんに対し、本契

約を更新しない旨を通知する場合においては、借地借家法の規定による正当な事由が必要で

ある。

４．本契約書第１０条但し書きの特約は、借地借家法においては、賃借人に不利な特約として無

効である。
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問７ 

 杉山恒雄さんは、甲土地の他の共有者から持分全部を購入し、有効活用したいと考えています。以下

の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

＜設例＞ 

 

 

［甲土地の登記事項証明書（昭和６３年法務省令第３７号附則第２条第２項の規定による移記に関

する記録は省略)］ 

表 題 部（土地の表示） 調製 平成○年○月○日 不動産番号 ○○○○○○○○○○○○○ 

地図番号 Ｎ５４－１ 筆界特定 余白 

所  在 ○○市△△一丁目 余白  

① 地 番 ② 地 目 ③ 地 積 ｍ2 原因及びその日付［登記の日付］ 

２番１ 雑種地 １５５  余白 

 

権 利 部（甲 区）（所有権に関する事項） 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 

１ 所有権移転 平成１８年１１月１０日 
第５２５７０号 

原因 平成１８年１１月１０日売買 
共有者 ××市△△一丁目１番１号 
持分３分の２ 杉山太郎 
××市△△一丁目１番１号 
３分の１ 杉山花子 

２ 杉山太郎持分全
部移転 

平成２４年１１月１５日 
第５２８５７号 

原因 平成２４年８月５日相続 
共有者 ××市△△一丁目１番１号 
持分○分の○ 杉山花子 
××市△△三丁目１番１号 
９分の１ 杉山倉蔵 
××市△△三丁目１番１号 
９分の１ 杉山よね 

３ 杉山倉蔵持分一
部移転 

平成２５年１月１１日 
第２３４６号 

原因 平成２５年１月１１日贈与 
共有者 ××市△△一丁目２番２号 

持分１８分の１ 杉山恒雄 
４ 杉山よね持分全

部移転 
平成２５年１２月１０日 
第６３３４８号 

原因 平成２５年２月１０日相続 
共有者 ××市△△三丁目１番１号 
持分○分の○ 杉山倉蔵 
××市△△三丁目３番３号 
３６分の１ 杉山次郎 
××市△△一丁目２番２号 
３６分の１ 杉山恒雄 

公道 

公道 
 
 
 
 
 
 

甲土地 

乙土地 

家屋 

所有者 
最上さん 
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５ 杉山花子持分全
部移転

平成２６年１月２４日
第３８８８号

原因 平成２６年１月２４日売買
共有者 ××市△△三丁目３番３号

持分１８分の５ 杉山次郎
××市△△一丁目２番２号
○分の○ 杉山恒雄

６ 杉山倉蔵持分全
部移転

平成２８年４月１９日
第２０４５６号

原因 平成２８年１月３日相続
共有者 ××市△△三丁目３番３号

持分○分の○ 杉山次郎
××市△△一丁目２番２号
３６分の２ 杉山恒雄

※問題作成の都合上、一部の表示を省略している。

［その他］

・ 甲土地および乙土地の属する地域は、建築基準法で定める防火地域および準防火地域ではな

い。また、この地域には、民法の規定と異なる慣習はない。

（問題２３）

（設問Ａ）登記事項証明書の記録から、甲土地に係る杉山恒雄さんの持分として、正しいものはどれか。

１．３６分の１７

２．３６分の１９

３．３６分の２３

４．３６分の２５

（問題２４）

（設問Ｂ）甲土地と乙土地の筆界に係る筆界特定制度に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれ

か。

１．筆界とは、表題登記がある一筆の土地とこれに隣接する他の土地との間で、当該一筆の土地

が登記された時にその境を構成する２以上の点とこれらを結ぶ直線をいい、土地の所有者同

士の合意があれば、これを変更することができる。

２．甲土地と乙土地との筆界特定は、甲土地の所有権登記名義人である共有者の一人が単独で申

請することができる。

３．甲土地の所有権登記名義人が甲土地と乙土地との筆界特定を申請する場合、筆界特定制度に

おいては、甲土地を「対象土地」、乙土地を「関係土地」という。

４．筆界特定のなされた土地の所有者以外の者は、管轄登記所の登記官の許可を得なければ、登

記官に対し筆界特定書の写しの交付請求をすることはできない。
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（問題２５）

（設問Ｃ）杉山恒雄さん（以下「杉山さん」という）が甲土地の他の共有者から持分全部を購入し、甲

土地上に建物を建築する場合の民法の相隣関係に関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。

１．建物を建築しようとした際に、乙土地の樹木の根が境界を越えて、甲土地内にまで伸びてい

た場合、杉山さんは最上さんの承諾がなくても、これを切り取ることができる。

２．杉山さんは、乙土地との境界付近に建物を建築する場合、その建築のため必要な範囲で乙土

地の使用を請求することができるが、その使用によって最上さんに損害を与えた場合には、

最上さんは杉山さんに対し、その償金の請求をすることができる。

３．建物に乙土地を見渡すことができる窓を設置する場合、当該窓の最も乙土地に近い点から垂

直線により乙土地との境界線までの距離が１ｍ以上離れていれば、目隠しを設置する必要は

ない。

４．建物の完成後、当該建物が乙土地との境界線から０.５ｍ以上離れていなかった場合、最上

さんは杉山さんに対し、当該建物を境界線より０.５ｍ以上離すようにするため、当該建物

の一部取壊しを請求することができる。
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（問題２６）

（設問Ｄ）杉山恒雄さん（以下「恒雄さん」という）は、甲土地の他の共有者から持分全部を購入し、

登記記録上も甲土地の単独の所有者となった。恒雄さんは、将来、自身の介護費用の負担や

認知症等の不安があり、その対策として、親族間で甲土地を信託財産とする信託を検討して

いる。信託に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

＜検討している信託の概要＞

・ 信託行為 信託契約

・ 信託財産 甲土地

・ 信託目的 甲土地の管理運用、処分

・ 委託者  恒雄さん

・ 受託者  巌さん（恒雄さんの長男）

・ 受益者  恒雄さん

１．信託契約に基づき、信託財産である甲土地の所有権を恒雄さんから巌さんへ移転する場合に

は、形式的な所有権の移転として、巌さんの甲土地の取得に係る不動産取得税は課されない。

２．信託契約は、公正証書で行わなければならず、公正証書以外の書面で行った信託契約は無効

である。

３．甲土地における信託の登記の申請は、恒雄さんから巌さんへの所有権移転の登記の申請の前

にする必要はなく、任意の時期に申請することができる。

４．信託契約においては、受益者が現に存在する場合には、信託法の規定による信託監督人を定

めなければならない。

委託者 恒雄さん

受益者 恒雄さん

甲土地
（信託財産）

所有権移転

受託者 巌さん

利益
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問８

佐野さんは、下記設例の甲土地を所有しており、その有効活用について、ＣＦＰ認定者に相談しま

した。建築基準法に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでく

ださい。

＜設例＞

・ 甲土地は、長方形の土地である。

・ 甲土地は、市街化区域内に存し、用途地域等は上記のとおりである。

・ 指定容積率および指定建蔽率とはそれぞれ都市計画で定められたものをいう。

・ 甲土地は、容積率の算定に当たり道路幅員に乗じる数値について特定行政庁が指定する区域

には該当しない。

・ 西側幅員１６ｍの県道は、建築基準法第５２条第９項の「特定道路」に該当する。

・ 各設問で指示がない限り、その他の条件について考慮する必要はない。

（用途地域等）

第二種住居地域

指定容積率 ３００％

指定建蔽率  ６０％

準防火地域

幅員６ｍ市道

２５ｍ甲土地

４０ｍ

幅員１６ｍ

県道

（用途地域等）

第一種住居地域

指定容積率 ２００％

指定建蔽率  ５０％

準防火地域

２０ｍ５６ｍ

Ｎ
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（問題２７）

（設問Ａ）甲土地を敷地として建築物を建築する場合、容積率の制限に基づく延べ面積の最高限度とし

て、正しいものはどれか。

＜参考式＞

Ｗａ＝
（１２－Ｗｒ）×（７０－Ｌ）

７０

Ｗａ：前面道路幅員に加算される数値（ｍ）

Ｗｒ：前面道路の幅員（ｍ）

Ｌ ：特定道路から敷地までの延長距離（ｍ）

１．２,３６０ｍ2

２．２,４００ｍ2

３．２,４４０ｍ2

４．２,５００ｍ2

（問題２８）

（設問Ｂ）甲土地を敷地として準耐火建築物を建築する場合、建蔽率の制限に基づく建築面積の上限と

して、正しいものはどれか。

１．４５０ｍ2

２．５５０ｍ2

３．６００ｍ2

４．６５０ｍ2
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（問題２９）

（設問Ｃ）建築協定に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．建築協定の廃止は、原則として建築協定区域内の土地の所有者等の５分の４以上の合意が必

要である。

２．建築協定は借地権の目的となっている土地がある場合、その土地の所有者の合意はなくても、

その土地の借地権者の合意があれば、締結することができる。

３．建築協定は、建築協定区域の土地の所有者が１人である場合は定めることができない。

４．建築協定に容積率の緩和について定められた場合は、一定の範囲内で、都市計画で定められ

た容積率の制限の緩和を受けることができる。

（問題３０）

（設問Ｄ）建築基準法の容積率に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．老人ホームの共用の廊下または階段の用に供する部分の床面積は、容積率の算定の基礎とな

る延べ面積に算入される。

２．専ら防災のために設ける備蓄倉庫の用途に供する部分の床面積は、建築物の各階の床面積の

合計に対して一定限度までは容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない。

３．自家発電設備を設ける部分の床面積は、建築物の各階の床面積の合計に対して一定限度まで

は容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない。

４．宅配ボックス（配達品の荷受人が不在その他の事由により受け取ることができないときの一

時保管のための荷受箱）を設置する部分の床面積は、建築物の各階の床面積の合計に対して

一定限度までは容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない。
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問９

唐沢さんは、唐沢さんの実父から甲土地の贈与を受け、建設会社との建築請負契約により甲土地に自

宅（以下「ＰＸ建物」という）を新築して、居住の用に供しました。不動産の取得や保有等に係る税金

に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。なお、各

設問において問われている内容以外は、すべて適用要件を満たしているものとします。

＜設例＞

［甲土地の贈与契約書の概要］

・ 面積：３００ｍ2（登記記録）

・ 時価：２４,０００千円

・ 引渡日：２０２０年５月１日

［ＰＸ建物の建築請負契約書の概要］

・ 契約締結日：２０２０年５月１５日

・ 竣工日：２０２０年１０月１５日

・ 引渡日：２０２０年１０月２０日

・ 建築請負代金：２３,１００千円（消費税および地方消費税を含む）

［ＰＸ建物の概要］

・ 構造：木造２階建（戸建住宅）

・ 床面積（登記記録）：１階  ６０ｍ2

２階  ６０ｍ2

合計 １２０ｍ2

・ その他：唐沢さんは２０２０年１０月２５日付でＰＸ建物の所有権保存登記を行い、２０２０

年１１月１日からＰＸ建物のすべてを自己の居住の用に供している。

ＰＸ建物は、「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に規定する認定長期優良住

宅および「都市の低炭素化の促進に関する法律」に規定する低炭素建築物または低

炭素建築物とみなされる特定建築物には該当しない。

［ＰＸ建物の建築資金の内訳等］

・ 民間の金融機関からの借入金：２３,１００千円（返済期間３０年）

・ 借入時期：２０２０年５月１５日

［その他］

・ 唐沢さんが自己の居住用の家屋を取得するのは今回が初めてである。
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（問題３１）

（設問Ａ）唐沢さんの甲土地の取得およびＰＸ建物の新築に係る登録免許税および印紙税に関する次の

記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．甲土地の贈与による所有権の移転登記に係る登録免許税の税率は、１.５％に軽減される。

２．ＰＸ建物の所有権の保存登記に係る登録免許税の税率は、０.１５％に軽減される。

３．甲土地の贈与契約書に係る印紙税の税額は、契約書に記載される金額によって異なる。

４．甲土地の贈与契約書に印紙を貼付しなければ、納付しなかった印紙税額の４倍の過怠税が徴

収される。

（問題３２）

（設問Ｂ）唐沢さんの甲土地およびＰＸ建物の取得に係る不動産取得税に関する次の記述のうち、最も

不適切なものはどれか。

１．不動産取得税における甲土地の取得については登記の有無を問わないため、仮に甲土地の所

有権移転登記が未登記のままでも、唐沢さんには不動産取得税が課される。

２．甲土地は贈与により無償で取得したが、不動産取得税の課税対象となり、課税標準は、原則

として固定資産課税台帳に登録されている価格となる。

３．唐沢さんが取得したＰＸ建物に係る不動産取得税の計算では、住宅を取得した場合の特例に

より、価格から１２,０００千円を控除した金額に税率を乗じて税額を求める。

４．唐沢さんが取得した甲土地およびＰＸ建物に対する不動産取得税の税率は、いずれも４％と

なる。

（問題３３）

（設問Ｃ）固定資産税に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、本設問は設例との直

接的な関連はないものとする。

１．住宅が、空家等対策の推進に関する特別措置法第２条に定める「特定空家等」となった場合、

その敷地については、空き家となった翌年度から住宅用地の課税標準の特例の適用を受ける

ことができない。

２．固定資産税の住宅用地の課税標準は、当該住宅用地の面積に関わりなく課税標準の特例によ

り、課税標準となるべき価格の６分の１となる。

３．新築住宅の固定資産税の課税標準は、新築住宅の課税標準の特例により、課税標準となるべ

き価格の６分の１となる。

４．新築住宅に固定資産税が課されることとなった年度から３年度分については、新築住宅の税額

軽減により、固定資産税額（住宅床面積の１２０ｍ2以下の部分に相当する部分）が３分の１

に相当する税額に減額される。
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（問題３４）

（設問Ｄ）所得税において住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合に関する次の記述のうち、最も適

切なものはどれか。なお、本設問は設例との直接的な関連はないものとする。

１．住宅借入金等特別控除の適用対象となる家屋は、床面積が５０ｍ2以上である必要があり、

戸建住宅の場合、その面積は内法面積により判断する。

２．取り壊した従前の家屋について住宅借入金等特別控除の適用を受けていた場合には、新たに

建築した家屋について住宅借入金等特別控除の適用を受けることができない。

３．住宅借入金等特別控除の適用を受ける前に相続時精算課税制度の適用を受けていた場合には、

住宅借入金等特別控除の適用を受けることができない。

４．住宅借入金等特別控除の適用年のうち、合計所得金額が３０,０００千円を超える年分につ

いては、住宅借入金等特別控除の適用を受けることができない。



2020年度第2回 不動産運用設計

37不 動 産 運 用 設 計 ＮＰＯ法人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会 無断複製転載禁止



不動産運用設計 2020年度第2回

38ＮＰＯ法人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会 無断複製転載禁止 不 動 産 運 用 設 計

問１０

個人事業主の柴田次郎さん（以下「次郎さん」という）と妻の妙子さんは、下記設例の店舗併用住宅

（以下「ＰＹ建物」という）およびその敷地（以下「甲土地」という）の売却と、店舗併用住宅および

その敷地の取得を検討しています。以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ

選んでください。なお、各設問において問われている内容以外は、すべて適用要件を満たしているもの

とします。

＜設例＞

［ＰＹ建物および甲土地の概要］

・ 所有関係等：次郎さんと妙子さんの共有で、共有持分はＰＹ建物および甲土地ともに次郎さ

ん５分の３、妙子さん５分の２。

・ ＰＹ建物の各部分の用途およびその面積：

ＰＹ建物は、次郎さんが店舗として使用している部分と、次郎さんと妙子さんの住居として

使用している部分とがあり、それぞれの用途および面積は次のとおり。

（単位：ｍ2）

ＰＹ建物の各部分の用途 当該部分の床面積
甲土地のうち当該部分に

相応する面積

住居専用部分 １８０ ３６０

店舗専用部分 ２０ ４０

合計面積 ２００ ４００

※住居と店舗の併用部分はない。

※家屋または当該家屋の敷地の用に供されている土地のうち、居住の用に供している部分が

それぞれ当該家屋または当該土地等のおおむね９０％以上である場合は、当該家屋または

土地等の全部が居住の用に供している部分に該当するものとして取り扱って差し支えない

（租税特別措置法通達３１の３－８）。

［ＰＹ建物および甲土地の譲渡に係る価額等］

・ ＰＹ建物および甲土地の譲渡価額（総額）：６０,０００千円

・ ＰＹ建物および甲土地の譲渡に係る取得費：不明

・ ＰＹ建物および甲土地の譲渡に係る譲渡費用：３,０００千円

［その他］

・ 次郎さんと妙子さんは、ＰＹ建物および甲土地を譲渡した後に、次郎さんの店舗および次郎

さんと妙子さんの住居としての店舗併用住宅およびその敷地の購入を検討している。

・ ＰＹ建物および甲土地の譲渡ならびに店舗併用住宅およびその敷地の購入は、不動産仲介業

者を通じて第三者と取引を行い、ＰＹ建物および甲土地の譲渡ならびに店舗併用住宅および

その敷地の購入は、２０２０年中に実施するものとする。
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（問題３５）

（設問Ａ）次郎さんと妙子さんがＰＹ建物および甲土地を売却した場合に、当該売却に係るそれぞれの

課税譲渡所得金額の組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、ＰＹ建物および甲土地

が設例に記載の租税特別措置法通達３１の３－８の要件に該当する場合は、これを適用して、

「居住用財産を譲渡した場合の３,０００万円特別控除」の特例の適用を受けるものとし、そ

れ以外の特例は考慮しないものとする。

１．次郎さん    ０円  妙子さん      ０円

２．次郎さん ２,４００千円  妙子さん    ０円

３．次郎さん    ０円  妙子さん １８,６００千円

４．次郎さん ２,４００千円  妙子さん ２１,６００千円

（問題３６）

（設問Ｂ）次郎さんと妙子さんがＰＹ建物および甲土地を売却した際に、「長期（１０年超）所有の居

住用財産を譲渡した場合の軽減税率」の特例（以下「本特例」という）の適用を受ける場合

の取扱いに関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．本特例を適用するための所有期間の要件は、ＰＹ建物および甲土地を取得した年の１月１日

から譲渡日までの所有期間が１０年を超えていることである。

２．仮に次郎さんと妙子さんのＰＹ建物の所有期間が７年、甲土地の所有期間が１３年である場

合、甲土地については本特例の適用を受けることができる。

３．「居住用財産を譲渡した場合の３,０００万円特別控除」の特例の適用を受けない場合、本特

例の適用を受けることができない。

４．次郎さんが共有持分５分の３のうち５分の１を妙子さんに譲渡した場合、当該譲渡について

本特例の適用を受けることができない。
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（問題３７）

（設問Ｃ）次郎さんと妙子さんがＰＹ建物および甲土地の各持分を同時に売却し、同様の店舗併用住宅

に買い換えた際に、住宅専用部分については「特定の居住用財産の買換え特例」の適用を、

店舗専用部分については「特定の事業用資産の買換え特例」の適用を受ける場合における取

扱いに関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．ＰＹ建物の住居専用部分および甲土地のうち当該部分に相応する部分に「特定の居住用財産

の買換え特例」の適用を受けるためには、買換資産が非耐火建築物の中古住宅である場合、

取得日以前２５年以内に建築されたこと、または一定の耐震基準に適合していることが必要

である。

２．ＰＹ建物の住居専用部分および甲土地のうち当該部分に相応する部分に「特定の居住用財産

の買換え特例」の適用を受けるためには、譲渡者である次郎さんや妙子さんがＰＹ建物の住

居専用部分を連続して１０年以上自己の居住の用に供していることが必要である。

３．ＰＹ建物の住居専用部分が「特定の居住用財産の買換え特例」の適用要件を満たすとともに、

店舗専用部分が「特定の事業用資産の買換え特例」の適用要件も満たしている場合は、いず

れか一方の特例を選択して適用する必要がある。

４．ＰＹ建物の店舗専用部分および甲土地のうち当該部分に相応する部分に「特定の事業用資産

の買換え特例」の適用を受ける場合、譲渡資産の譲渡価額が買換資産の取得価額以下である

ときは、譲渡資産の譲渡はなかったものとみなされる。

（問題３８）

（設問Ｄ）「居住用財産を譲渡した場合の３,０００万円特別控除」および「長期（１０年超）所有の居

住用財産を譲渡した場合の軽減税率」の適用に関する次の記述のうち、最も不適切なものは

どれか。なお、本設問は設例との直接的な関連はないものとする。

１．住民登録の住所と実際の住所が異なる場合には、実際の住所にある土地建物等が居住用財産

となる。

２．「居住用財産を譲渡した場合の３,０００万円特別控除」および「長期（１０年超）所有の居

住用財産を譲渡した場合の軽減税率」は、建物を任意に取り壊して敷地だけを譲渡する場合、

譲渡契約の締結時期には制限があるが、その敷地の譲渡の時期については、いずれの特例に

も制限がない。

３．「居住用財産を譲渡した場合の３,０００万円特別控除」には、譲渡者の所得に関する要件は

ない。

４．「長期（１０年超）所有の居住用財産を譲渡した場合の軽減税率」の適用を受ける場合に適用

される所得税の税率は、課税長期譲渡所得が６,０００万円以下の部分には１０％となり、

６,０００万円を超える部分には１５％となる。
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問１１

北村さんは、下記設例の甲土地および乙土地を所有し、室井さんは、甲土地にＫＴ建物の所有を目的

とする旧借地法に基づく借地権（賃借権、以下「本件借地権」という）を有しています。北村さんは、

甲土地について、底地のままでは処分が困難であるため、底地と借地権を交換し、借地関係を解消して

更地として所有したいと考えています。以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から

１つ選んでください。

＜設例＞

・ 甲土地および乙土地は、長方形の宅地である。

・ 相続税路線価および借地権割合は、２０２０年のものである。

・ 地価公示の標準地の概要は、下記のとおりである。

イ．２０２０年の公示価格は、１ｍ2当たり３７５千円である。

ロ．甲土地および乙土地ともに、用途地域等は同じである。

幅員１０ｍ県道

相続税路線価３６０千円／ｍ2

借地権割合Ｄ地区

甲土地

１８ｍ

３６ｍ ＫＴ建物

（用途地域等）

準工業地域 防火地域

指定容積率 ３００％

指定建蔽率  ６０％

乙土地

幅員１０ｍ県道

相続税路線価３００千円／ｍ2

借地権割合Ｄ地区

地価公示の

標準地

幅員６ｍ県道

相続税路線価３００千円／ｍ2

借地権割合Ｄ地区
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（問題３９）

（設問Ａ）室井さんがＫＴ建物を取り壊した後、北村さんの底地の所有権の一部と室井さんの本件借地

権の一部を交換し、甲土地を分割して、それぞれが更地（完全な所有権の土地）として所有

する場合、北村さんが取得する更地の面積として、正しいものはどれか。

［交換の条件］

・ 甲土地は幅員１０ｍ県道および幅員６ｍ県道と平行に分割する。

・ 室井さんが幅員１０ｍ県道側の土地（ＫＡ）を、北村さんは幅員６ｍ県道側の土地（ＫＢ）

を更地として取得する。

・ 交換後の土地は、土地の価格（総額）の比が、土地（ＫＡ）：土地（ＫＢ）＝借地権割合：

（１－借地権割合）、となるように分割する。なお、この場合の価格（総額）および借地権割

合は、前面道路の相続税路線価およびそれに付された借地権割合により求めるものとする。

・ ＫＴ建物の取壊しに要した費用の負担は考慮しない。

・ 計算の結果、小数点以下の数値が発生した場合は、小数点以下第１位を四捨五入し、整数の

数値を求める。

１．２８８ｍ2

２．２９８ｍ2

３．３５０ｍ2

４．３６０ｍ2

幅員１０ｍ県道

相続税路線価３６０千円／ｍ2

借地権割合Ｄ地区 １８ｍ

３６ｍ

所有者

北村さん

土地（ＫＢ）

所有者

室井さん

土地（ＫＡ）

幅員６ｍ県道
相続税路線価３００千円／ｍ2

借地権割合Ｄ地区

甲土地
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（問題４０）

（設問Ｂ）北村さんは、ＫＴ建物を解体し、下記の条件で本件借地権を室井さんから買い受けることも

検討している。北村さんの検討する借地権の価格として、正しいものはどれか。

＜条件＞

・ 借地権価格＝甲土地の更地価格×（借地権割合－１０％）

・ 甲土地の更地価格は、設例の地価公示標準地の２０２０年の公示価格を基に、地価公示の標

準地と甲土地との前面道路の相続税路線価（甲土地は高い方）の比に基づいて求める。ただ

し、甲土地は二方路地であるため、さらに２％の価値の増加を考慮して求める。

・ 甲土地の更地価格、相続税路線価および公示価格との間の時点修正（地価の変動）は考慮し

ない。

・ 借地権価格は、千円未満を四捨五入し、千円単位で求める。

１．１４５,８００千円

２．１４８,７１６千円

３．１７４,９６０千円

４．１７６,６５９千円

（問題４１）

（設問Ｃ）北村さんは、室井さんが乙土地に関心があることを知り、乙土地と本件借地権を交換するこ

とも検討している。所得税法第５８条に基づく「固定資産の交換の特例」（以下「本特例」

という）の適用に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、設例に記載の

ない要件についてはすべて満たしているものとする。

１．北村さんが、乙土地と本件借地権の価額（時価）の差額に係る交換差金を室井さんに支払っ

た場合、その差金は、本件借地権の価額（時価）の２０％以内でなければ、本特例の適用を

受けることができない。

２．北村さんが、本特例の適用に当たって交換差金を支払った場合、交換により取得した本件借

地権の取得価額は、交換により譲渡した乙土地の取得費および交換のための譲渡および取得

に要した費用に、支払った交換差金の額を加算した額となる。

３．北村さんが、交換差金の授受もなく、本特例の適用を受けることができた場合、乙土地の交

換による譲渡については、譲渡がなかったものとされ、譲渡益のすべてについて課税の繰延

べを受けることができる。

４．室井さんが、乙土地と本件借地権の交換に伴って価額の差額に係る交換差金を受け取った場

合、その交換差金は譲渡所得ではなく、不動産所得として所得税の課税対象となる。
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（問題４２）

（設問Ｄ）北村さんは、株式会社ＫＳから、乙土地を賃借したいとの提案を受け、この提案について検

討している。下記の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる数値および語句の組み合わせとして、

正しいものはどれか。なお、本設問において、借地借家法の定期借地権等を「一般定期借地

権（同法第２２条）」、「事業用定期借地権（同法第２３条第１項）」、「事業用借地権（同法同

条第２項）」、「建物譲渡特約付借地権（同法第２４条）」といい、これら定期借地権等以外の

借地権を「普通借地権」という。

一般定期借地権
事業用

定期借地権

事業用

借地権

建物譲渡

特約付借地権
普通借地権

存続期間 ５０年以上
３０年以上

５０年未満

１０年以上

３０年未満
３０年以上 （ ア ）年以上

利用目的 制限なし
事業用に限定

（ イ ）

設定される借地権に

よる
制限なし

借地関係の

終了
期間満了による 期間満了による 建物譲渡による

原則として法定更

新

契約終了時

の建物

原則として更地

返還
原則として更地返還

建物は収去せず土地

を返還する

土地を更地返還

ただし建物買取請

求権が行使されれ

ば建物はそのまま

で返還

借家人は（ ウ ）

１．（ア）５０ （イ）社宅は不可 （ウ）継続使用可能

２．（ア）５０ （イ）社宅は可  （ウ）明渡しを要する

３．（ア）３０ （イ）社宅は不可 （ウ）継続使用可能

４．（ア）３０ （イ）社宅は可  （ウ）明渡しを要する
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問１２

下記設例の甲土地を所有する馬場さんと乙土地を所有する藤原さんは、デベロッパーである株式会社

ＱＸ（以下「ＱＸ社」という）から、甲土地および乙土地の一体的な有効活用として等価交換方式によ

る店舗付きマンションの建設の提案を受けました。以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～

４の中から１つ選んでください。

＜設例＞

※指定容積率は都市計画で定められた容積率とし、基準容積率は道路幅員による制限を考慮した容

積率とする。なお、特定道路による緩和は考慮しない。

［土地の概要］

・ 甲土地および乙土地は、市街化区域内に存し、用途地域等は上記のとおりである。

・ 甲土地および乙土地が存する地域は、立体買換え特例（租税特別措置法第３７条の５第１項

表第２号）の適用が可能な地域である。

・ 容積率の算定に当たり、道路幅員に乗じる数値について特定行政庁が指定する区域には該当

しない。

・ 各設問で指示がない限り、その他の条件について考慮する必要はない。

幅員６ｍ市道

相続税路線価６００千円／ｍ2

幅員８ｍ市道

相続税路線価８００千円／ｍ2

（用途地域等）

商業地域

指定容積率 ５００％

建蔽率  ８０％

防火地域乙土地

２００ｍ2

甲土地

６００ｍ2
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［マンションの建設計画］

＜予定建物の概要＞

構造・規模：鉄筋コンクリート造８階建

用途：１階は店舗、２～８階は共同住宅とする。

延床面積：基準容積率による延べ面積の上限とし、各階とも同面積とする。なお、容積率の算定

上、不算入となる床面積および特定道路による緩和は考慮しない。

専有面積：各階の延床面積に対し、１階は７０％、２～５階は７５％、６～８階は８０％とする。

建設工事費等：延床面積１ｍ2当たり２８０千円

＜効用積数＞

階数 用途 効用比※ 専有面積（ｍ2） 効用積数

６～８階 共同住宅 １０５ （     ） （    ）

２～５階 共同住宅 １００ （    ） （    ）

１階 店舗 １８０ （    ） （    ）

合計 － （    ） （ エ ）

※効用比とは、建物の位置や階層による専有面積１ｍ2当たりの価値の比で、基準となる部分を１００

として示したものである。

＜専有面積等＞ （専有面積の単位：ｍ2）

出資額の割合 馬場さん（ ア ）％ 藤原さん（ イ ）％ ＱＸ社（ ウ ）％

－ 専有面積 効用積数 専有面積 効用積数 専有面積 効用積数

６～８階共同住宅 － － － － （   ） （   ）

２～５階共同住宅 （   ） （   ） （   ） （   ） （   ） （   ）

１階店舗 － － － － （   ） （   ）

合計 （   ） （   ） （   ） （   ） （ オ ） （   ）

［その他］

１．各々の出資者の出資は、次のとおりとする。

馬場さん：甲土地

藤原さん：乙土地

ＱＸ社：建設工事費等

２．甲土地および乙土地の出資額は当該土地の価格とし、その算出方法は次のとおりとする。

① 甲土地および乙土地のそれぞれの価格を求め、さらに甲土地と乙土地を併合した土地

（以下「一体地」という）の価格を求めて、甲土地および乙土地の価格の合計額と一体地

の価格との間に生じている差額（増分価値）を甲土地と乙土地に配分して、甲土地と乙

土地の増分価値配分後の価格を求める。

② 甲土地、乙土地および一体地の各土地の価格（総額、以下同じ）は、当該土地の前面道

路の相続税路線価に基づき、相続税路線価と公示価格との一般的な割合により公示価格

水準の価格を算出する。なお、この場合、下記の地価公示の標準地に対する各土地の個

別格差率を考慮して求める。
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甲土地 乙土地 一体地

所有者 馬場さん 藤原さん －

形状 不整形 長方形 長方形

標準地に対する

個別格差率

形状 ▲１０％

角地  ＋５％

合計  ▲５％

標準的 ±０％ 角地 ＋５％

③ 増分価値のうち、７０％については、甲土地および乙土地の価格比により、残りの３０

％については、甲土地および乙土地の面積比により、甲土地および乙土地に配分し、増

分価値配分後の甲土地および乙土地の価格を求める。なお、土地の価格比は、甲土地、

乙土地の価格を甲土地および乙土地の価格の合計で除して求め、土地の面積比は、甲土

地、乙土地の面積を甲土地および乙土地の面積の合計で除して求める。

３．各々の出資者が取得する専有面積は、次のとおり求める。

① このマンションにおいて各々が取得する専有部分の床面積（専有面積）の配分は、各々

の出資額に応じた割合による（出資按分方式）。

② 取得する専有面積の計算は、各々の出資額の割合と、各々に帰属する部分の効用比に専

有面積を乗じて求めた効用積数の割合が等しくなるように算出する。

③ ＱＸ社は１階を自用の店舗、２～５階の一部および６～８階のすべてを分譲用として取

得する。また、馬場さんおよび藤原さんも２～５階の一部を自宅用および賃貸用として、

各々取得する。

４．取引の方法として、馬場さんおよび藤原さんは、各々の土地所有権をＱＸ社に譲渡し、土地

付区分所有建物に買い換える（全部譲渡方式）。なお、甲土地および乙土地の譲渡について

は、立体買換え特例を適用するものとし、当該要件は満たしている。

５．各計算において消費税および地方消費税を考慮する必要はない。

６．各計算の端数処理は、次のとおりとする。

① 増分価値、増分価値の配分および出資額

千円未満の端数が生じた場合は、千円未満を四捨五入し、千円単位の金額を求める。

② 土地の価格比および土地の面積比の比率

小数点以下の端数が生じた場合は、小数点以下第４位を四捨五入し、小数点以下第３位

までの数値を求める。

③ 出資額の割合

小数点以下の端数が生じた場合は、小数点以下第３位を四捨五入し、整数の百分率

（％）を求める。

④ 効用積数および取得する専有面積

小数点以下の端数が生じた場合は、小数点以下第１位を四捨五入し、整数の数値を

求める。
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（問題４３）

（設問Ａ）このマンションの建設に当たり、馬場さん、藤原さんおよびＱＸ社の出資額の割合（＜専有

面積等＞のア、イ、ウの欄）として、正しいものはどれか。

１．馬場さん ３４％  藤原さん １０％  ＱＸ社 ５６％

２．馬場さん ３５％  藤原さん  ９％  ＱＸ社 ５６％

３．馬場さん ３４％  藤原さん  ９％  ＱＸ社 ５７％

４．馬場さん ３５％  藤原さん  ８％  ＱＸ社 ５７％

（問題４４）

（設問Ｂ）このマンションの建設計画において、効用積数の合計（＜効用積数＞のエの欄）として、正

しいものはどれか。

１．２８９,４４０

２．３０９,２４０

３．３１０,６４０

４．３２５,４４０

（問題４５）

（設問Ｃ）このマンションのうち、ＱＸ社が取得する専有面積（＜専有面積等＞のオの欄）として、正

しいものはどれか。

１．１,１６０ｍ2

２．１,４９６ｍ2

３．１,６６０ｍ2

４．１,８３２ｍ2
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（問題４６）

（設問Ｄ）立体買換え特例（租税特別措置法第３７条の５第１項表第２号、以下「本特例」という）に

関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、本設問は設例との直接的な関連は

ないものとする。

１．買換資産については、その取得の日から１年以内にその個人の事業の用もしくは居住の用に

供したとき、またはこれらの用に供する見込みであるときは、本特例の適用を受けることが

できる。

２．譲渡資産の譲渡価額の全額を買換資産の取得価額に充てた場合、譲渡価額の１０％相当額が

所得税の課税対象となる。

３．買換資産とされる建物は、地階を含む階数が３以上で建築基準法の耐火建築物でなければな

らない。

４．譲渡資産については、その用途はまったく問われず、棚卸資産に該当する土地であっても、

本特例の適用対象とされる。
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問１３

不動産関連情報に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでく

ださい。

（問題４７）

（設問Ａ）不動産の地質・地盤等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．地震動や液状化について注意しなければならない地盤としては、軟弱地盤、砂質地盤、異種

地盤および盛土地盤等がある。

２．木造住宅の液状化被害を軽減する対策として、建物の基礎をベタ基礎としたり、小口径杭

（小規模住宅向けの支持杭）を設置する工法等が考えられる。

３．建物の不同沈下（不等沈下）とは、建物の基礎下の地盤全体が平行に沈下することをいい、

不同沈下（不等沈下）により、住宅の壁や基礎に亀裂が生じたり、建具の建付け不良が生じ

ることがある。

４．地盤調査の方法として、ボーリング調査（標準貫入試験）やスウェーデン式サウンディング

試験等があり、計画する建築物の規模等を考慮して、調査方法を選択する。

（問題４８）

（設問Ｂ）国土交通省住宅局の「令和元年度民間住宅ローンの実態に関する調査結果報告書」の記載に

関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．長期・固定金利の住宅ローン等に関する融資審査については、調査対象となった民間金融機

関の９割以上で、完済時の年齢や健康状態を審査項目としているが、借入時年齢については、

審査項目とされていない。

２．個人向け住宅ローンの新規貸出額の使途別実績については、既存（中古）住宅向けの割合が平

成２７年度から平成３０年度にわたり増加傾向にある。

３．新規貸出額における平成３０年度の個人向け住宅ローンの金利タイプ別の実績については、

変動金利型の割合が最も高い。

４．住宅ローンの商品ラインアップのうち、「現在、商品として取り扱っている」割合は、変動

金利型、固定金利期間選択型の順で高い。
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（問題４９）

（設問Ｃ）「令和２年版土地白書」に記載されている土地取引の動向と不動産投資市場の動向に関する

次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．不動産証券化市場において、リート等が取得した不動産の主な用途を資産額ベースで見ると、

平成３０年度は、事務所が最も多い。

２．東京都心５区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）では、令和２年１－３月期に、

オフィスの空室率が平成１９年以降、最低を更新した。

３．Ｊリートについては、令和元年度の１年間で新たに５件の新規上場が行われ、令和２年３月

末現在、１００銘柄が東京証券取引所に上場されている。

４．高齢者向け施設のうち、サービス付き高齢者向け住宅は、平成２４年以降、増加傾向が継続

している。

（問題５０）

（設問Ｄ）国土交通省発表による「令和２年地価公示結果の概要」に基づく平成３１年１月以降の１年

間の地価に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．全国平均では、住宅地は３年連続、商業地は５年連続で上昇している。

２．東京・大阪・名古屋の三大都市圏では、住宅地、商業地および工業地のいずれについても、

上昇が継続し、上昇幅も拡大している。

３．地方圏のうち、地方四市（札幌市、仙台市、広島市、福岡市）では、すべての用途で上昇が

継続している。

４．地方圏のうち、地方四市（札幌市、仙台市、広島市、福岡市）を除くその他の地域において、

住宅地は横ばいとなっている。


